











チェルノブイリ被災国では、土壌汚染レベルが 3 万 7000Bq/m2 以上の地域を法的に被災地と
認める。このような土壌汚染基準は、当初チェルノブイリ事故（1986 年 4 月 26 日）直後に「55


















































































































②	 1991 年以降、一般住民の実効線量が 1 ミリ
シーベルト／年を超える地域




























ど、1 から 4 ゾーンのうち、高いレベルのゾーン






















ICRP 国際放射線防護委員会の 90 年勧告に基づく
基準である。問題はこの③の土壌汚染基準の位置
づけである。チェルノブイリ法の基準はそもそも























2：退去対象地域 土壌のセシウム 137 濃度 15Ci/km
2
（55 万 5000Bq/m2）以上
























か。『放射線医学と放射線安全』誌 2016 年 61 巻 3










Cs137、Sr90,	Pu239 および Pu240 による平
均土壌表面汚染度を使用するよう提案がなさ
れた。
土 壌 表 面 汚 染 度 の 基 準 は Cs137 で 55 万
5000Bq/m2、Sr90で11万1000Bq/m2、Pu239















のあった 86 年にすでにセシウムで 55 万 5000Bq/











































もなる 15 キュリー/km2 という数値レベルは、す









理区域」の基準は 15 キュリ （ー55 万 5000Bq/m2）
であった。この時点ではまだ 15 キュリーを下回
る地域は、対策や防護の重点対象とは認められて


















事故後 1 年目の住民の被ばく限度を 100mSv まで




設 定 さ れ た 100mSv/年 の 場 合、 外 部 被 ば く







されたのがこの 15 キュリー/km2（55 万 5000Bq/
m2）の基準であった。
事故直後から放射線状況のモニタリングを行っ
てきたソ連水文気象委員長 Yu . イズラエリは事故


























年 1986 1987 1988 1989
暫定被ばく限度（mSv/年） 100 30 25 25
資料： МЧС, Российский национальный доклад 25 ЛЕТ ЧЕРНОБЫЛЬСКОЙ АВАРИИ: Итоги и 




リー/km2、ストロンチウム 90 で 3 キュリー/
km
10）




な計算に基づいてこの 15 キュリー/km2 基準が導
入されたのか、次のように説明されている。
セシウム 137 ベースでの 1 キュリー/km2（3
万 7000Bq/m2）あたりの換算による、セシウ
ム 134 およびセシウム 137 からの事故後 1 年
目の内部被ばくに関する最初の評価は、避難
措置を行わなかった場合で 6 .2mSv/年、非汚
染地域への 10 日〜128 日間（5 月 5 日〜9 月



































このセシウム 137 で 15 キュリー/km2 という基
準は、91 年にチェルノブイリ法に取り入れられ
て法制化される。チェルノブイリ法では、法律が








































要点 1：　事故 1 年目にセシウム 137 換算で 15
キ ュ リ ー/km2 以 上 の 地 域 で は 約 100mSv
（93mSv）の内部被ばくが推定されている。
91 年に成立したチェルノブイリ法では、91 年






たとえば 2011 年 7 月 5 日付毎日新聞「放射性物
質：チェルノブイリの強制移住基準超も……親ら
調査」では「チェルノブイリ事故での基準 55 万





ば、土壌汚染度 55 万 5000Bq/m2 の地域では、事
故直後 5mSv/年よりもずっと高い内部被ばくが
懸念されていた。91 年時点で 15 キュリー/km2 の
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料品の摂取を通じて放射性物質が人体に取り込ま
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
れることで起こる内部被ばく























137 ベースで換算しているが、セシウム 134 か
らの被ばく量も含めて推定している。
セシウム 137 の半減期が 30 年であるのに対し、




は事故から 5 年経過しており、セシウム 134 は 2
回半減期を経ている。セシウム137で同じ15キュ






86 年の事故直後に比べればセシウム 134 が減衰し
ている分、86 年時点の「放射線重点管理区域」よ
りも総合的な汚染度は低くなる。セシウム 137 換
算で同じ 55 万 5000Bq/m2 の汚染地域でも被ばく
量は、事故 1 年目に比べればずっと低くなる計算
である。それでも55万5000Bq/m2＝5mSvという
換算ではない。55 万 5000Bq 以下の地域でも推定
被ばく量が 5mSv/年を超えることはありうる。
20 研究紀要『災害復興研究』第 9号
要点 3：　事故 1 年目にセシウム 137 で 55 万














































































































































測定の順序 1m 高および 3cm 高での空間線量測定（ガンマ線量）ののちに土壌サンプル採取。
土壌採取機器
・事故 1 年～ 2 年目






・居住地点中心から 1 カ所、周辺境界付近から 4 カ所。
・水に洗われていない、除染や耕作の手の入っていない、平らな土地から採取。
・砂地、できるだけ芝など草の生えた土地を選ぶ。
・建物や樹木からその高さの 2 倍、無舗装道路から 20m 以上の距離をとる。
サンプル採取の規則




土壌サンプルの検査 採取されたすべてのサンプルはガンマ線スぺクトロメーターで計測し、線量・セシウム 137含有量が最も平均に近いサンプル 1 件を化学分析にかける。








































































および、それらに直接隣接する 0 .5km までの
地域を含む。「居住地点の周辺領域」（訳注：





分の 1 以上の縮尺で、居住地点内は 200 メートル






また 30 マイクロレントゲン/h（0 .3nSv/h）を
超える線量が計測されたポイントでは、さらなる
詳細調査が行われる（89 年指針では 2nSv/h 超の
ポイントで詳細調査）。
また、この方法論的勧告では高度汚染地域（セ































































＊ストロンチウム 90 およびプルトニウム 239、240 の分析については別途定められたガイド
ラインに従う。
資料：「居住地点における放射線状況評価に関する方法論的勧告」（1990 年 7 月 30 日）
24 研究紀要『災害復興研究』第 9号
一軒ごとの放射線状況調査は第一に、セシウ
ム 137 による汚染度が 15〜40 キュリー/km2































































1 .9km2 で、人口は 2014 年時点では 559 人（事故










































































No 採取地 測定日 測定時刻 nSv/h 重さｇ 面積 cm2
1 河辺の草地 7 月 2 日 18：30 740 1419 36.3
2 記念碑前広場 7 月 3 日 9：30 660 1450 36.3
3（コケ） 納屋の屋根 7 月 5 日 11：30 240
4 森の墓地 7 月 5 日 12：00 870 1610 36.3
5 菜園 7 月 5 日 12：30 330 1422 36.3
































































































































2）	 	 1991 年 5 月 15 日付（N1244-1）ロシア連邦法「チェ
ルノブイリ原発事故の結果放射線能被害を受けた市
民の社会的保護について」




4）	 	 たとえば移住の権利が認められるのは、5 キュリー
/km2（18 万 5000Bq/m2）以上で、年間被ばく量が 1
ミリシーベルトを超えると推計される地域である。し













	 	 チェルノブイリでは 55 万 5000Bq/m2（15 キュリー
/km2）と 5mSv/年が移住義務ゾーンの基準というこ
とに依拠し、「55 万 5000Bq/m2=5mSv という換算
だ」ととらえると誤解が生じる。平均 55 万 5000Bq/
m2 以下の地域でも、推定被ばく量が 5mSv を超える
こともありうる。
5）	 	 たとえばウクライナ ･ ソビエト社会主義共和国最








効線量等量が 1 ミリシーベルト／年そして 70 ミリ
シーベルト／生涯を超えないことである」と定めら
れている。
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In countries affected by Chernobyl Accident areas with soil contamination 
level higher than 37,000Bq/m2 are recognized as “contaminated areas.” Shortly 
after the accident in 1986 Soviet Government set the standard for “zone of strict 
radiation control” at the level of 555,000Bq/m2. Initially they set the standard 
to prevent internal exposure more than emergency limit for 1st Year of accident 
(50mSv). Later areas with lower contamination level ware given the status 
as “zones”by Chernobyl law (1991). Government’s guidelines for soil survey 
include the policy to conduct measurements not only in residential areas, but 
also in forest and agricultural land surrounding them. The guidelines require to 
measure contamination level intensively in children’s activity zones and to find 
out hot spots for further countermeasures.
The system of soil survey developed in Chernobyl areas reflects geographic 
and legal backgrounds in these countries. To develop an appropriate system of 
soil contamination survey in Japan it is necessary to take into account geographic 
conditions (mountainous areas) and possible migration of radionuclides through 
river and sea.
Keywords:
Chernobyl, Fukushima, soil contamination, radiation dosimetry
The Standards for Soil contamination 
level and guidelines for soil survey in 
areas affected by Chernobyl accident.
